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衆
議
院
議
員
池
田
真
紀
君
提
出
生
活
保
護
制
度
に
お
け
る
不
正
受
給
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
及
び
二
に
つ
い
て

生
活
保
護
受
給
者
に
よ
る
保
護
の
不
正
受
給
（
以
下
「
不
正
受
給
」
と
い
う
。
）
と
は
、
生
活
保
護
法
（
昭
和
二
十
五
年

法
律
第
百
四
十
四
号
）
第
七
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
「
不
実
の
申
請
そ
の
他
不
正
な
手
段
に
よ
り
保
護
を
受
け
、
又
は

他
人
を
し
て
受
け
さ
せ
た
」
こ
と
を
い
う
も
の
で
あ
り
、
お
尋
ね
の
「
生
活
保
護
法
第
七
八
条
の
決
定
そ
の
も
の
」
及
び

「
精
査
」
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
不
正
受
給
の
件
数
及
び
金
額
に
つ
い
て
は
、
「
生
活
保

護
法
施
行
事
務
監
査
の
実
施
結
果
報
告
に
つ
い
て
」
（
平
成
十
二
年
十
月
二
十
五
日
付
け
社
援
監
第
十
九
号
厚
生
省
社
会
・

援
護
局
監
査
指
導
課
長
通
知
）
に
基
づ
き
「
法
第
七
十
八
条
の
適
用
状
況
」
の
報
告
（
以
下
「
第
七
十
八
条
適
用
報
告
」
と

い
う
。
）
を
受
け
る
こ
と
に
よ
り
把
握
し
、
公
表
し
て
い
る
。

三
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
「
こ
こ
一
〇
年
に
こ
こ
ま
で
生
活
保
護
法
の
第
七
八
条
が
規
定
す
る
事
案
が
増
え
る
理
由
に
つ
い
て
、
あ
る
い

は
発
生
す
る
理
由
」
及
び
「
発
生
要
因
と
改
善
策
」
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
第
七
十
八
条

適
用
報
告
に
お
い
て
「
稼
働
収
入
の
無
申
告
」
等
の
不
正
受
給
に
お
け
る
不
正
の
内
容
別
の
件
数
を
把
握
し
て
い
る
と
こ
ろ

一



で
あ
り
、
ま
た
、
平
成
二
十
七
年
度
の
不
正
受
給
の
件
数
は
平
成
十
八
年
度
と
比
較
し
て
増
加
し
て
い
る
と
承
知
し
て
い
る

が
、
こ
う
し
た
増
加
の
要
因
に
つ
い
て
は
、
様
々
な
も
の
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
一
概
に
お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で

あ
る
。
ま
た
、
生
活
保
護
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
百
四
号
）
の
施
行
に
よ
り
、
福
祉
事
務
所

の
調
査
権
限
を
強
化
す
る
な
ど
、
不
正
受
給
に
対
す
る
対
策
の
強
化
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

四
及
び
五
に
つ
い
て

御
指
摘
の
「
こ
の
よ
う
な
実
態
」
、
「
「
不
正
支
給
」
「
不
当
不
支
給
」
を
結
果
的
に
行
っ
て
い
る
実
施
機
関
」
、
「
不

適
切
な
処
理
、
決
定
」
等
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
生
活
保
護
法
の
施
行
に
関
す
る
事
務
に

つ
い
て
は
、
厚
生
労
働
省
及
び
都
道
府
県
に
よ
る
監
査
等
に
よ
り
、
状
況
の
把
握
及
び
適
正
な
実
施
の
確
保
に
努
め
て
い
る

と
こ
ろ
で
あ
る
。

ま
た
、
御
指
摘
の
答
弁
に
お
け
る
「
調
査
を
徹
底
す
る
」
と
は
、
生
活
保
護
受
給
者
の
収
入
に
係
る
課
税
の
状
況
の
調
査

等
を
徹
底
す
る
と
い
う
意
味
で
あ
る
。

六
に
つ
い
て

御
指
摘
の
「
行
政
の
ミ
ス
」
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
生
活
保
護
法
第
六
十
三
条
に
基
づ

二



く
費
用
返
還
義
務
に
係
る
請
求
権
に
つ
い
て
は
、
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
三
十
六
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
り
金
銭
の
給
付
を
目
的
と
す
る
普
通
地
方
公
共
団
体
の
権
利
に
係
る
消
滅
時
効
期
間
が
五
年
間
と
さ
れ
て

い
る
こ
と
か
ら
、
五
年
間
は
遡
及
し
て
行
使
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
る
一
方
、
保
護
を
遡
及
し
て
給
付
す
る
こ
と
に
つ
い
て

は
、
生
活
保
護
制
度
は
現
在
の
生
活
困
窮
に
対
応
す
る
た
め
の
制
度
で
あ
る
と
い
う
基
本
的
な
考
え
方
に
基
づ
き
、
三
か
月

程
度
と
す
る
こ
と
が
適
切
と
考
え
て
お
り
、
「
不
公
平
」
と
の
御
指
摘
は
当
た
ら
な
い
も
の
と
考
え
て
い
る
。

三


